
 
 

消費者安全調査委員会による評価 

 

 

 

消費者安全調査委員会（以下「調査委員会」という。）は、消費者安全法

に基づき、生命又は身体の被害に係る消費者事故等の原因及びその事故によ

る被害発生の原因を究明し、同種又は類似の事故等の再発・拡大防止や被害

の軽減のため講ずべき施策又は措置について勧告又は意見具申することを

任務としている。 

調査委員会の調査対象とし得る事故等は、運輸安全委員会が調査対象とす

る事故等を除く生命又は身体の被害に係る消費者事故等である。ここには、

食品、製品、施設、役務といった広い範囲の消費者に身近な消費生活上の事

故等が含まれるが、調査委員会はこれらの中から生命身体被害の発生又は拡

大の防止を図るために当該事故等の原因を究明することが必要であると認

めるものを選定して、原因究明を行う。 

調査委員会が選定した事故等について、既に他の行政機関等が調査等を行

っており、これらの調査等で必要な原因究明ができると考えられる場合には、

調査委員会はその調査結果を活用することにより当該事故等の原因を究明

する。これを、「他の行政機関等の調査等の結果の評価（以下、「評価」とい

う。）」という。 

この評価は、調査委員会が消費者の安全を確保するという見地から行うも

のであり、他の行政機関等が行う調査等とは、目的や視点が異なる場合があ

る。このため、評価の結果、調査委員会が、消費者安全の確保の見地から当

該事故等の原因を究明するために必要な事項について、更なる解明が必要で

あると判断する場合には、調査等に関する事務を担当する行政機関等に対し、

原因の究明に関する意見を述べ、あるいは、調査委員会が、これら必要な事

項を解明するために事故等原因調査（以下、「自ら調査」という。）を行う。 

上記の自ら調査と評価を合わせて事故等原因調査等というが、その流れの

概略は図のとおりである。 

  



 
 

図 消費者安全調査委員会における事故等原因調査等の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参照条文＞ 

○消費者安全法（平成 21年法律第 50号）〔抄〕 

（事故等原因調査） 

第二十三条 調査委員会は、生命身体事故等が発生した場合において、生命身体被害の発生又

は拡大の防止（生命身体事故等による被害の拡大又は当該生命身体事故等と同種若しくは類

似の生命身体事故等の発生の防止をいう。以下同じ。）を図るため当該生命身体事故等に係

る事故等原因を究明することが必要であると認めるときは、事故等原因調査を行うものとす

る。ただし、当該生命身体事故等について、消費者安全の確保の見地から必要な事故等原因

を究明することができると思料する他の行政機関等による調査等の結果を得た場合又は得

ることが見込まれる場合においては、この限りでない。 

２～５ （略） 

 

（他の行政機関等による調査等の結果の評価等） 

第二十四条 調査委員会は、生命身体事故等が発生した場合において、生命身体被害の発生又

は拡大の防止を図るため当該生命身体事故等に係る事故等原因を究明することが必要であ

ると認める場合において、前条第一項ただし書に規定する他の行政機関等による調査等の結

果を得たときは、その評価を行うものとする。 

２ 調査委員会は、前項の評価の結果、消費者安全の確保の見地から必要があると認めるとき

は、当該他の行政機関等による調査等に関する事務を所掌する行政機関の長に対し、当該生

命身体事故等に係る事故等原因の究明に関し意見を述べることができる。 

３ 調査委員会は、第一項の評価の結果、更に調査委員会が消費者安全の確保の見地から当該

生命身体事故等に係る事故等原因を究明するために調査を行う必要があると認めるときは、

事故等原因調査を行うものとする。 

４ 第一項の他の行政機関等による調査等に関する事務を所掌する行政機関の長は、当該他の

行政機関等による調査等に関して調査委員会の意見を聴くことができる。 


